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（執筆：とよなか都市創造研究所 研究員 熊本伸介） 

1.調査研究の背景にあるテーマと目的 
現在、わが国ではワーク・ライフ・バランス(以下、WLB)の推進が重要な課題となってい

る。その実現のためには、育児休業制度などの仕事と家庭の両立支援制度や保育所の整備に

加え、短時間労働などの労働環境の弾力化が求められている。 

 これからの社会において、女性が能力を発揮し活躍することが求められるが、そのために

は、仕事と育介護等の両立支援だけでなく、WLB を実現できる職場風土や働き方の実現が

求められる。令和 2 年度の調査研究では、豊中市内の事業所等にアンケート調査とインタ

ビュー調査を行い、女性の就労に対する考え方や就労にあたっての課題を探り、子どもをも

つ女性やそれ以外の社員も働きやすい労働環境・社会のあり方を提言する。 

 

2.問い 
  ①女性が活躍できるための条件は整っているか 

  ②女性正社員の活躍や登用はどうなっているのか 

  ③男性も含めた企業全体としてのWLB の取組みはどうなっているのか 

  ④非正規雇用の活躍や登用はどうなっているのか 

  ⑤中途採用を中心とした採用方針はどうなっているのか 

 

3.豊中市の事業所に対するアンケート調査 
（1）実施概要 

・調査期間：令和 2 年(2020 年)9 月 18 日(月)～10月 2日(月) 

・対象：従業員規模 50 名以上の豊中市内の 147 事業所（豊中市商工会議所HP 及び経済セ

ンサスを用いて事業所を抽出） 

・方法：郵送、  有効回収率：30.6％(45 票) 
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図表 回答事業所の業種 

 

 

4. 豊中市の事業所に対するインタビュー 
（１）実施概要 

・4事業所にインタビューを実施（令和 2年（2020 年）11月 10 日～13日） 

・卸売・小売業（2 事業所）、その他のサービス業（1事業所）、情報通信業（1事業所） 

・インタビュー内容 

（1）女性管理職に対する認識 

（2）女性社員の活躍のための取り組み 

（3）ロールモデル事業 

（4）育児休業や短時間勤務制度を利用する女性の処遇 

（5）WLB をすすめるための方策・結果 

 

 

5.これからのWLBに対する行政支援 
 ①女性の職業生活における情報の収集・整理・提供 

 ②WLB に取り組む事業所の認定 

 ③公共調達時のインセンティブの付与 

業種 業種

建設業
3

（6.7%）
学術研究、専門・
技術サービス業

2
（4.4%）

製造業
9

（20.0%）
宿泊業、飲食サー
ビス業

1
（2.2%）

電気・ガス・熱供
給・水道

0
（0.0%）

生活関連サービス
業、娯楽業

0
（0.0%）

情報通信業
1

（2.2%）
教育、学習支援業

2
（4.4%）

運輸業、郵便業
4

（8.9%）
医療、福祉

1
（2.2%）

卸売業、小売業
13

（28.9%）
複合サービス業

2
（4.4%）

金融業、保険業
0

（0.0%）
その他のサービス
業

4
（8.9%）

不動産業、物品賃
貸業

0
（0.0%）

無回答
4

（8.9%）

45合計


